
1 　概　　　　況

 (1)  総　括　事　項

内人口に対する給水人口の割合）は99.9％となった。

販売電力量は，前年度に比べ18,170キロワット時増加し，1,395,206キロワット時となった。

28,851,238円の収入増（0.6％増）となり，総額4,508,441,153円となった。

（1.2％増）となり，総額で4,457,018,374円となった。

この結果，当年度の収支は，前年度に比べ24,063,472円減少し，51,422,779円の純利益を生じた。

泉供給管の布設替工事等を予定どおり施行した。

 (2)  経営指標に関する事項

（経営指標の推移）

0.3％

管 路 経 年 化 率 37.4％ 39.0％ 41.9％ 43.5％ 45.5％

管 路 更 新 率 0.6％ 0.5％ 0.4％ 0.4％

56.9％

料 金 回 収 率 103.5％ 84.7％ 103.1％ 99.6％ 98.1％

53.6％ 54.8％ 55.6％ 55.9％有形固定資産減価償却率

100.2％

令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

経 常 収 支 比 率 104.6％ 101.7％ 104.7％ 101.7％

イント減の0.3％となり，今後も施設の計画的な更新を図っていく必要がある。

建設改良事業については，赤川高区浄水場等更新整備事業では赤川高区浄水場プラント設備更新

整備等事業を，原水及び浄水施設事業では赤川低区浄水場整備事業等を，配水施設事業では配水管整

備事業等を，東部地区水道施設事業では南茅部地区取水施設整備事業等を，温泉供給設備事業では温

なお，配水施設事業で，645,210,000円が建設改良費の繰越額となっている。

令和７年度決算における経営成績について，経営の健全性を示す経常収支比率は，前年度に比べ

1.5ポイント減の100.2％となったが，健全経営の水準とされる100％を上回った。

一方，料金水準の妥当性を示す料金回収率は，前年度に比べ1.5ポイント減の98.1％となった。

また，償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は前年度に比べ1.0ポイント

増の 56.9％，法定耐用年数を経過した管路延長の割合を示す管路経年化率は前年度に比べ

2.0ポイント増の45.5％，当該年度に更新した管路延長の割合を示す管路更新率は前年度と比べ0.1ポ

事業費用については，委託料や減価償却費の増加等により，前年度に比べ52,914,710円の支出増
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令和７年度の給水人口は，前年度に比べ3,643人減少し，230,626人となり，給水普及率（給水区域

また，水道１日平均給水量は，前年度に比べ369立方メートル減少し，89,124立方メートルとなり,

温泉１日供給量は，前年度に比べ10立方メートル増加し，3,363立方メートルとなったほか，年間

事業収益については，一般会計負担金や固定資産売却益の増加等により，前年度に比べ
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